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1 はじめに

日本の企業結合会計基準は，2003年に企業会計審議会から公爱された「企業結合 

に係る会計基準」である。日本の企業結合会計基準には，2005年にヨーロッパ連合 

(European Union )の欧州証券規制当局委員会（The Committee of European 

Securities Regulators, C E S R )が行ったEU同等性評価の「技術的助言」において， 

最も多くの補正措置項目が指摘されている1)。

企業会計基ぎ委員会（Accounting Standards Board of Japan, A S B J )は，EU 

同等性評価に対応すべく，2006年に企業結合プロジュクト• チームを立ち上げた。 

企業結合プロジェクト• チームは，2007年に「企業結合会計に関する調査報告一EU 

による同等性評価に関連する項目について一」を作成して，ASBJに提出している2 

ASBJは，その報告書をもとに，2007年12月 に 「企業結合会計の見直しに関する論 

点の整理」（論点整理）を公表した。

論点整理は，具体的に6つの論点を取り上げて， 日本と国際会計基準審議会 

(International Accounting Standards Board, I ASB) の会計基享の相違享項を明 

らかにした上で，今後の方向性を示している。 0 本とIASBの企業結合会計基準の間 

の相違点として特に注目されてきた持分プーリング法（pooling of interest 

method)の取り扱いでは，近い将来，持分プーリング法の廃止の方向性が示唆され 

ている3 その他にも，論点整理は，株式を対価とする場合の対価の測定日，負のの 

れんの会計処理，少数株主持分の測定，段階的取得により支配を獲得する場合におけ 

る会計処理，外貨建てのれんの換算方法などについて検討している。
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ASBJが，日本とIASBの企業結合会計基準を収敛させるべく努力している一方で， 

IASBとアメリカの財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board, 

F A S B )は共同プロジェクトを立ち上げて，企業結合会計基学の改訂作業を進めてき 

た。共同プロジュクトは，企業結合の会計処理方法であるパーチェス法（purchase 

method)の適用上の問題とIASBおよびFASBの会計基享の相違の除去について検討 

してきた。その検討過程では，IASBとFASBは2005年に共同で，用語をのぞいて同 

一の内容の公開草案（以下，IASB/FASB公開草案）を公表した4)。

IASB/FASB公開草案には，287に及ぶコメントが寄せられた。それらのコメント 

の内容を検討した後， IASBは2008年 1月に国際財務報告基準 （International 

Financial Reporting Standards, IFR S)第3号改訂版（以下，改訂IFRS第3号）を， 

および FA SBは 2007年 12月 に 財 務 会 計 基 準 言 (Statement of Financial 

Accounting Standards, S F A S )第141号改訂版（以下，改訂SFAS第141号）を公 

表した5 これらの内容は，IASB/FASB公開草案と異なって，完全に一致した内容 

ではない。具体的には，のれんの当初測定において，改訂SFAS第141号は，IASB/ 

FASB公開草案と同様に，全部のれんを義務づけているが，改訂IFRS第3号は，一取 

引に一会計処理の原則を崩して，全部のれんと買入のれんといった2つの異なった会 

計処理方法からの選択を容認している。また，改訂IFRS第3号および改訂SFAS第 

141号は，IASB/FASB公開草案が提案していた全部のれんの当初測定の方法を変更 

している。これらは，企業結合会計基準において，のれんの認識および測定について 

意見の一致を図ることがきわめて難しい問題であることを示している。

本稿は，企業結合会計基準を国際的に収敛する場合に問題となる全部のれんの計上 

が，どのような根拠に基づいていて，かつどのような問題を抱えているのかについて 

明らかにすることを目的とする.。のれんの認識および測定の問題は，100% 未満の株 

式取得による支配獲得により生ずる少数株主持分の問題と密接に関連する。本稿では， 

IASB/FASB公開草案と改訂IFRS第3号および改訂SFAS第141号の内容を参照して， 

全部のれんと少数株主持分の当初測定の問題につ、て検討する。

2 のれんの意義 

(1) のれんの定義

日本の企業結合会計基準をはじめ，2001年に公表されたSFAS第141号 （以下， 

2001年SFAS第141号）および2004年に公表されたIFRS第3号 （以下, 2004年IFRS 

第3号）は，のれんを次のように定義している。日本の企業結合会評基準は，のれん 

を被取得企業または取得した事業の取得原価が，取得した資産および引き受けた負債 

に配分された純額を超過する額として定義している®。2001年SFAS第141号は，の
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れんを被取得企業の取得原価が，取得した資産および引き受けた負債の純額の超過額 

として定義した7)。2004年IFRS第3号は，のれんを企業結合の取得原価が，被取得企 

業の識別可能資産•負債および偶発負債の正味公正価値に対する取得企業の持分割合 

相当額を超過する額と規定している®。

日本およびこれまでのIASBおよびFASBにおけるのれんの定義は，いずれも取得 

企業の取得原価となる支払対価が，被取得企業から取得する資産および引き受ける負 

債の金額の持分相当額を超えた部分である。のれんには，少数株主持分ののれんは含 

まれない。これは買入のれんと呼ばれ，取得企業の持分を重視している点で，連結会 

計主体観における親会社説に基づいた考え方である9)。

一方，IASB/FASB公開草案は，のれんは個別に識別および認識することのできな 

い資産から生じる将来の経済的便益であると定義した改訂IFRS第3号および改訂 

SFAS第141号は，のれんは個別に識別および認識することのできない企業結合にお 

いて取得されるその他の資産から生じる将来の経済的便益を表象する資産であると定 

義した11〉。

このようなのれんは，少数株主持分に相当するのれんまでを含めたものであり，全 

部のれんを意味する。全部のれんは，のれんが生み出す将来の経済的便益全体を重視 

していて，それら経済的便益の中の取得企業の持分割合だけに限定したものではない。 

これは，被取得企業自体の公正価値を重視しており，連結会許主体観における経済的 

単一体説に結びつく考え方である12)。

(2) のれんの構成要素

2001年SFAS第141号は，アメリカの実務で認識されてきたのれんの金額が，以T  

の6つの要素から構成されると説明している13)。

①買収日における被取得企業の純資産の帳簿価額を超える公正価値の超過額

②買収日におI、て被取得企業が認識していなL、他の純資産の公正価値

③被取得企業の現存する事業の継続企業要素の公正価値

④被取得企業と取得企業の純資産および事業を結合することにより生じると予測さ

れるシナジー効果およびその他の便益の公正価値

⑤取得企業の価格付けにおける誤譲に起因する被取得企業の過大評価

⑥取得企業による意図的な過大支払いまたは過少支仏0、

これらの中で，本来の意味でのれんとして託上されるべきものは, ③および④であ 

る。2001年SFAS第141号は，③および④を「コアのれん」として，それら以外は別 

途資産または損益として計上するように要求していた14)。

2004年IFRS第3号は，のれんを取得企業の取得原価と，被取得企業から取得する 

資産および引き受ける負債の金額のif分相当額との残余として測定すると，のれんに

支配獲得時におけるのれんと少数株主持分の測定
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は以下の構成要素が含まれると説明している1"。

①被取得企業の現存する享業の継続企業要素の公正価値

②被取得企業と取得企業の純資産および享業を結合することにより生じると予測さ 

れるシナジー効果およびその他の便益の公正価値

③取得企業の価格付けにおける誤露に起因する被取得企業の過大評価

④取得企業による意図的な過大支払いまたは過少支払し、

これらの構成要素は，2001年SFAS第141号におけるのれんの構成要素の中の③か 

ら⑥に一致している。2004年IFRS第3号も，2001年SFAS第141号の③および④に 

対応した，①および②を「コアのれん」と呼んでいる。

「コアのれん」のうち，2001年SFAS第141号の③および2004年IFRS第3号の① 

は，被取得企業に関連し，被取得企業の純資産の超過収益力を意味する。それは，被 

取得企業が内部で形成したか，または以前に行われた企業結合によって取得した既存 

ののれんを表している。2001年SFAS第141号の④および2004年IFRS第3号の②は， 

被取得企業および取得企業の雨方に関連して，企業結合によって作られる超過収益力 

であり，結合によって生じると予測されるシナジー効果を表している。このようなの 

れんの性質から，のれんは，取得企業の持分割合に相当する買入のれんに必ずしも限 

定されるものではない。

(3) 資産の定義からみたのれん

2001年SFAS第141号および2004年IFRS第3号は，「コアのれん」が資産として認 

識されるべきか否かについて，概念フレームワークの資産の定義から検言すを行ってい

る1®。 -

FASB の財務会計概念言 (Statement of Financial Accounting Concepts, 

S F A C )第6号は，資産を，過去の取引または享象の結果として，特定の企業実体に 

よって取得されまたは支配されている発生の可能性の高い将来の経済的便益と定義し 

ている17)。IASBの 『財務諸表の作成および表示に関するフレームワーク』は，資産 

を，過去の取引の結果として実体が支配し，かつ将来の経済的便益が実体に流入する 

ことが期待される資源と定義している1®。このように定義される資産は，日本でも同 

法に考えられている。日本の概念フレームワークは，資産を，過去の取引または事象 

の結果として，報告主体が支配している経済的資源と定義している19)。

2001年SFAS第141号および2004年IFRS第3号は，のれんの生み出す経済的便益 

を別個に測定することはできないが，他の資産等と合同で将来の経済的便益を創出す 

るものであると考えている。また，のれんは，過去の取引または事象の結果，取得企 

業が支配持分を取得した取引であると説明して，のれんが資産の定義を満たすと結論 

づけている2®。
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次に問題となるのは，企業実体が支配する被取得企業の資産の範囲である。IASB 

およびFASBは，仮に取得企業が被取得企業の分の100% 未満を取得して支配力を 

獲得した場合においても，取得企室は被取得企業の資産の100% を支配すると考えて 

いる。2004年IFRS第3号は，意図としては親会社の所有者に主眼があるが，企業集 

団の境界を定義するために支配の概念を用いている連結モデルでは，その企業集団の 

連結財務諸表の目的は，親会社の所有者に対して，支配下にある資源についての情報 

を，その資源に対して親会社が保有している所有持分の大きさに影響されずに提供す 

ることであると説明している21〉。

のれんが資産の定義を満たして，取得企まが被取得企業から取得して支配する資産 

であるならば，仮に取得企業が被取得企業の持分の100% 未満を取得して支配力を獲 

得した場合においても，取得企業は被取得企まの資産の100%を支配すると考えて， 

買入のれん以上に全部のれんの考え方の方が望ましい。

3 I AS B/F AS B公開草案におけるのれんと少数株主持分

IASB/FASB公開草案は，2004年IFRSÜ3号と同後に，企業結合の会許処理とし 

て取得法（acquisition method)22)だけを規定することに加えて，買入のれんに代え 

て全部のれんを計上して，かつ被取得企業を公正価値で評価して少数株主持分を計算 

することを提案した。

IASB/FASB公開草案は，取得法による企業結合の会計処理を，次の4段階によっ 

て進める提案をしている23)。

①取得企業を識別

②取得日を決定

③被取得企業の公正価値を測定

④取得される資産および引き受ける負債の認識および測定

のれんは，被取得企まの公正価値と識別可能な取得される資産および引き受ける負 

債の公正価値との差額として認識および測定される2 4 これは，少数株主持分の金額 

にのれんが含まれることになり，全部のれんを意味する。少数株主は，被取得企業の 

株式を，新たに対価を支払って取得したわけではない。これは，これまでのれんの託 

上は有償取得に限るべきであるという考えのもとに，少数株主持分に係るのれんの計 

上は認められなかった会託処理方法からの大きな変更である。

その上で，親会社に;/帯属するのれんは，取得日における親会社の被取得企業の株式 

持分の公正価値（支払対価）と，取得日における識別可能な取得される資産および引 

き受ける負債の公正価値における取得企業の投分割合との差額として測定される。の 

れん全体の金額と取得企業に:/帝属するのれんの金額との差額は，少数株主持分に配分

支配獲得時におけるのれんと少数株主持分の測定
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される2®。このような全部のれんの配分方法は，これまでの親会社が取得した買入の 

れんを基礎として，少数株主持分にÄ 属するのれんを比例的に推定計算するものとも 

異なっている。

IASB/FASB公開草案が，全部のれんを認めた理由は，次の通りである。

概念フレームワークをはじめとして，現在考えられている会計基準は公正価値評価 

の考え方を取り入れている。これは，被取得企業を公正価値で測定することを正当化 

する。これは，これまで企業結合会計において用いられてきたパーチエス法あるいは 

取得法，および連結会計における子会社の資産および負債の公正価値評価と理論的に 

整合する。全部のれんの計上では，被取得企業の識別不能な資産および負債を含めて， 

被取得企業自体の公正価値評価が行われる。これは，枝取得企業を取得企業の持分割 

合だけに焦点を当てて価個評価するのではなく，被取得企業全体の価値評価を行うと 

いう意味で，経済的単一体説の考え方に基づく2®ン。

全部のれんは，取得企業の持分割合にとどまらず，少数株主の持分割合までも含め 

た企業集団全体の公正価値と，全面時価評価法で再評価された識別可能純資産額との 

差額である。ここで，被取得企業の公正価値の測定方法には，被取得企業株式を取得 

した対価が最も望ましい。しかし，被取得企業株式の取得対価が公正価値として望ま 

しくない場合には，その他の観察可能な価格に基づくことになる。もし，それも困難 

であるならば，信頼できるデ一夕を用いて，目的適合的な基礎によるマーケット•ア 

プロ一チ，インカム. アプローチ等の一定の方法が用いられることになる2"。

IASB/FASB公開草案は，全部のれんの計算について，設例をもうけて説明してい 

る。

【設例1】 10 0 % 未満の株式取得時におけるのれんの配分（1)28)

20X1年4月1日に，P社がS社株式8 0 %を通貨単位（C U ) 160で取得した。S社の 

識別可能資産の帳簿価額はCU160および公正価値はCU210である。識別可能負債の 

帳簿価額はCU60および公正価値もCU60である。また，S社の公正価値は，一定の方 

法で測定したところCU195であった（資料参照）。P社および少数株主に;！属する全 

部のれんおよび少数株主持分の金額を計算しなさい。
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被取得企業のB/S純資産帳 
簿価額（100ト

取得企業持分（8 0% )少数株主持分（20%) 
=(②+©+©)=35

全部のれんとして計上されるのは，S社の公正価値とS社の識別可能な資産および 

負債の公正価値評価額との差額である。ここで，全部のれんを取得企業の部分と少数 

株主持分とに配分する。P社に帰属するのれんは，P社の支仏対価までである。P社は， 

S社の公正価値に対するP社持分割合（190X80% = 1 5 6 )よりも，S社株式を高く 

(1 6 0 )取得している。 したがって，本来，少数株主持分ののれんと考えられる部分 

(⑦）が控除されて，P社に!/帝属するのれんとして計上される。このような全部のれ

173-

【解説】

支配獲得時におけるのれんと少数株主持分の測定

図表1 全部のれんと少数株主持分の計算（1ー1)

〔資料〕 貸借対照表*1 )

S社 CU

諸資産 210 諸負債 60

純資産 150

210 210

* 1 ) 識別可能資産および負債の 
公正価値評価後

被取得企業の公正価値 
被取得企業の取得対価 
取得企業の持分割合

被取得企業(S社)の公正価値ニ 
被取得企業(S社)の識別可能資産および負債 
の公正価値評価後純資産 
全部のれん

のれんの配分
取得企業(P社) 取 得 「被取# 企業株式」対価 
取得企業(P社) 所有分S社の識別可能資産お 
よび負債の公正価値評価後純資産 
取得企業(P社)に帰属するのれん

少数株主に帰属するのれん

少数株主持分の計算
識別可能資産および負債の公正価値評価後 
純資産
取得企業(P社)持分(80%)

少数株主持分(20%)

少数株主に'掃属するのれん 
少数株主持分

図表2 全部のれんと少数株主持分の計算（1 一2)
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んの配分では，少数株主分に帰属するのれんの金額が残額として計算され，それが 

何を意味するのかが不明である。

【設例2】100%未満の株式取得時におけるバーゲン•パーチエス 

20X1年4月1日に，P社がS社株式80%をP 社株式CU152と交換で取得した。S社 

の識別可能資産の帳簿価額はCU200および公正価値はCU250である。識別可能負債 

の帳簿価額はCU50および公正価値もCU50である。P社はS社の公正価値が支払対価 

を超えているため，支払対価およびS社の識別可能資産および負債の公正価値評価を 

行った。 しかしその結果， P社はS社の公正価値を混合評価方式 （multiple 

valuation techniques)で225と見積もった（資 料 参 照 P社のれんの金額および 

バーゲン• パーチエスに基づく利益の金額を計算しなさい。

向 伊 知 郎

【解説】

図表3 全部のれんと少数株主持分の計算（2 — 1)

被取得企取得企業少数株主

〔資料〕 貸借対照表*1)
S社 CU

諸資産 250 諸資債 50

純资産 200

250 250

* 1 )識別可能資産およびÄ 債の 
公正価値評価後

被取得企業の公正価値 
被取得企業の取得対-価 
取得企業の持分割合
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25)

£価 
=再

被取得企 
まの公正 
価値 (225)

支配獲得時におけるのれんと少数株主持分の測定

図表4 全部のれんと少数株主持分の計算（2 — 2)

-時的に認識されるのれん（25)

パ 一 グ ン . 

パ ー チ エ ス  

(8) -

取得企業持 
分（1 6 0 ) -

取得-企業ノ 

の買収ガ<̂ 
価（ほ2)

v _ .

■
⑦ 8 、お; ; : ; ミ；;

④ 1040

r

① 120 ② 30

'被'取'得' ;業め'瀬11:1 
.別冗能舰資塵と..の羞ぶ

識別可能純資産の公2  

値との評価差ま(50) = 

評価剰余金

被取得企業のB /S純資: 

帳簿価額(150)

取得企業持^分 ( 8 0 % )少数株主持分0 0 % )  

= ( ② +④ ）=40

この場合，S社の公正価値（2 2 5 )とS社の識別可能な資産および負債の公正価値評 

価 額 （2 0 0 )との差額（2 5 )は，一時的にのれんと考えられるが，それはゼロまで削 

減される。次いで，P社の支払対価（152) ifi, S社の識別可能な資産および負債の 

公正価値評価額のうちP社の持分割合（1 6 0 )よりも少ないことから，差 額 （8) がバー 

ゲン • パーチェスとして認識される。少数株主技P分は，S社の識別可能な資産および 

負債の公正価値評価額（2 0 0 )とP社の支払対価（1 5 2 )およびバーゲン•パーチェ 

ス （8 ) との差額（4 0 ) として計算される。

のれんは，S社の公正価値とS社の識別可能な資産および負債の公正価値評価額と 

の差額であるが，この設例では，P社の支払対価が，S社の識別可能な資産および負 

債の公正価値評価額におけるP社の持分割合よりも少ないために，少数株主に;/帝属す 

るのれんはff上されない。

4 改訂企業結合会計基準におけるのれんと少数株主持分

IASB/FASB公開草案における全部のれんに関して，数多くの批判的なコメントカS 

寄せられた。具体的には，IASB/FASB公開草案では，公正価値の見積もりが強調さ 

れすぎていて，公正価値の見積もりに信頼性が欠如するというものであった。全部の 

れんは，親会社説の考え方と矛盾するという指摘もあったSG，。その結果，改訂IFRS 

第3号および改訂SFAS第141号は，IASB/FASB公開草案が提案した4段階による取 

得法による企業結合の会計処理を，次のように変更した®1〉。

①取得企業を識別

②取得日を決定
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③識別可能な取得される資産，弓Iき受ける負債および被取得企業における少数株主 

持分の認識および測定

④のれんまたはバーゲン•パーチエスによる利盤を認識および測定 

IASB/FASB公開草案からの大きな変更点は，③および④にある。すなわち，改訂

IFRS第3号および改訂SFAS第141号は，被取得企業全体の公正価値評価に代えて， 

少数株主持分を公正価値で評価するように規定した。これは，被取得企業全体を公正 

価値で評価するよりも，企業結合により被取得企業から取得する各構成要素を公正価 

値評価することに焦点を当てるためである®2 

改訂IFRS第3号および改訂SFAS第141号は，のれんを下記の①と②の差額として 

測定するように規定しているて

①以下の（ア）か ら （ウ）の合計金額I

(了) 当該基ぎ言に従って計算された支& 対価34〉

(イ）被取得企業における少数株主if分の公正価値

(ウ）段階取得による企業結合の場合には，以前に取得されていた被取得企業の株 

式の取得日における公正価値

②当該基準書に従って計算された取得日における識別可能な取得する資産および引 

き受ける負債の正味金額

のれんは，原則，企業結合に伴う取得企業の支払対価と，被取得企業における少数 

株主If分の公正価値評価額の合計金額から，被取得企業の識別可能純資産の公正価値 

評価額を控除して託算される。これは，取得企業の買入のれんの金額と，少数株主it 

分ののれんの金額とを分離計算することを可能とする。

このように取得法による企業結合の会計処理を変更することによって，改訂IFRS 

第3号は，全部のれんと買入のれんのいずれかを選択する方法を容認した。一方で， 

改訂SFAS第141号は，全部のれんをただ一つの会託処理方法として規定し続けた。

改訂SFAS第141号が示すのれんの託算を，IASB/FASB公開草案の設例を若干変 

更して考察すると，次のようになる。

【設例3】100%未満の株式取得時におけるのれんの配分(2)

20 X I年4月1日に，P社がS社株式8 0 %を通貨単位（C U ) 160で取得した。S社の 

識別可能資産の帳簿価額はCU160および公正価値はCU210である。識別可能負債の 

帳簿価額はCU60および公正価値もCU60である。また，P社以外が所有するS社の少 

数株主持分の公正価値は，一定の方法で測定したところCU35であった（資料参照)。 

全部のれんの金額およびP社および少数株主に!/帝属するのれんの金額を計算しなさい。

向 伊 知 郎
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【解説】

〔資料〕

図表5 全部のれんと少数株主持分の計算（3 — 1)

貸借対照表 * 1 )

支配獲得時におけるのれんと少数株主持分の測定

CU

CU

諸資産 2 1 0 諸負債 60

純資産 150

2 1 0 21 0

* 1 ) 識別可能資産および負債の 
公正価値評価後

被取得企業の取得対価 
取得企業の持分割合 
被取得企業における少数株 
主持分の公正価値評価額

支払対価
被取得企業における少数株主持分の公 

正価値
以前に取得されていた被取得企業の株 
式の取得日における公正価値 

ムき十

識別可能な資産および負債の正味金額 

差額* )

* ) 正の場合にのれん、負の場合に 
一 ゲ ン • ノ一チェス

160

35

195

-150

CU

160

80%

35

図表6 全部のれんと少数株主持分の計算（3 — 2)

全 部 の れ ん （⑤ + ⑥ ） =45

=(② +④ +⑥)=35

全部のれんとして計上されるのは，P社の支扎対価（1 6 0 )とS社における少数株 

主持分の公正価値（3 5 )の合計金額から，S社の識別可能な資産および負債の公正価 

値評価額（1 5 0 )との差額U 5 ) である。ここで，図表6をみて理解できるように， 

全部のれんをP社の部分と少数株主持分とに分けて考えると，P社に帰属するのれん 

は40となる。少数株主分に帰属するのれんは5となる。これは，P社の持分割合と 

少数株主持分割合とを，明確に分離してのれんの詠算が行われていることを表す。
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被取得企業の取得対価 
取得企業の持分割合 
被取得企業における少数株 
主持分の公正価値評価額

CU
150

80%

42

図表8 全部のれんと少数株主持分の計算（4 一2)

取得企業持分から減額されるのれん（2)

…

①120

④ 10

② 30

少数株主持分の公 

正 価 値 超 過 分 （2) _

識別可能純資産の 

公正価値との評価 

差 額 （50) = 再評価 

剰余金

被取得企業の B/S 

純資産帳簿価額 

(150)

取得企業持分（80% )少 数株主持分（20%) 

=(② +④ +⑥ ）=42
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【設例4】100%未満の株式取得時におけるバーゲン• パーチエス（2)35)

20X1年4月1日に，P社がS社株式8 0 %をP 社株式CU150と交換で取得した。S社 

の識別可能資産の帳簿価額はCU200および公正価値はCU250である。識別可能負債 

の帳簿価額はCU50および公正価値もCU50である。また，P社以外が所有するS社の 

少数株主持分の公正価値は，一定の方法で測定したところCU42であった（資料参照)。 

のれんの金額およびバーゲン• パーチエスに基づく利益の金額を計算しなさい。

向 伊 知 郎  '

【解説】

〔資料〕

国表7 全部のれんと少数株主持分の計算（4 一 1)

貸借対照表*1 )

支払対価
被取得企業における少数株主持分の公正価値 
以前に取得されていた被取得企業の株式の取 
得日における公正価値

ムき十

識別可能な資産および負債の正味金額 
差額*)

S社 CU

諸資産 250 諸負債 50

純資産 200

250 250

* 1 ) 識別可能資産および負債の 
公正イ面値評価後

* ) 正の場合にのれん、負の場合にバーゲ
ン • ノ 一 チ エ ス
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これは，P社の支払対価（1 5 0 )とS社における少数株主持分の公正価値（42) の 

合計金額から，S社の識別可能な資産および負債の公正価値評価額（200) との差額 

が負の値（一8 ) となり，バーゲン• パーチュスである。ここで，図表8をみて理解 

できるように，S社の識別可能純資産（2 0 0 )の中のP社のf#分割合は160であり，そ 

れをP社は150で取得していることから，P社が割安で取得した部分は10と計算され 

る。それにもかかわらず，バーゲン• パーチエスが8と計算されるのは，少数株主持 

分に含まれているのれん（2 ) が控除されるからである。ここでは，少数株主持分の 

公正価値が重視されて，バーゲン• パーチエスの金額は残額として計算される。

5 むすび

本稿では，企業結合会計基準におけるのれんと少数株主持分の測定に焦点を当てて， 

全部のれんの意義および計算方法について，IASBおよびFASBの公開草案および会 

計基!P書を参考に検討した。

全部のれんは，自己創設のれんの計上の問題との関わりもあって，これまで認めら 

れてこなかった。しかし，のれんの構成要素および資産の定義を検討すると，のれん 

は取得企まの持分̂割合に限定されるものではない。

IASB/FASB公開草案は，全部のれんの計上を提案した。そこでは，被取得企業の 

公正価値と被取得企業の識別可能純資産の公正価値評価額との差額から，全部のれん 

の金額は測定された。その後，取得企業の支払対価と識別可能純資産の公正価値評価 

額における取得企業の分割合との差額が，取得企業ののれんとして配分計算された。 

これは，被取得企業を企業集団に含めることによる企業集団全体の収^^性を重視して 

おり，連結会主体観として経済的単一体説に基づいた考え方である。

しかし，IASB/FASB公開草案が提案した少数株主持分の計算方法は，少数株主 

分を残額として許算することになり，少数株主持分に®属するのれんの金額が何を意 

味するのかが不明となる問題が指摘された。また，バーゲン• パーチエスの金額は， 

被取得企業から取得した識別可能純資産の公正価値評価額を基礎として託算された。 

これは，IASB/FASB公開草案が強調した被取得企業の公正価値評価を意味のないも 

のとしている。バーゲン• パーチエスの場合の少数株主技分は，まさに識別可能純資 

産の公正価値評価額の少数株主持分の比例割合になった。

改訂IFRS第3号および改訂SFAS第141号は，IASB/FASB公開草案に対するコメ 

ントレターにおける，公正価値評価という見積もりがあまりに重視されすぎていると 

し、う批判，および連結会託主体観における親会社説に基づいた連結財務諸表の考え方 

と矛盾ずるという批判に応えて，枝取得企業全体の公正価値評価の考え方を規定して 

いない。そこでは，被取得企業から取得する識別可能な資産および負債の公正価値評

支配獲得時におけるのれんと少数株主持分の測定
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価と少数株主持分の公正価値評価が規定された。この方法は，被取得企業を取得企業 

の持分割合と少数株主持分割合とに明確に区別することを可能にする。これは，取得 

企業である親会社が企業結合により獲得した部分を重視した測定の方法であり，それ 

に少数株主持分を公正価値評価して加算する計算方法である。ここから，改訂IFRS 

第3号および改訂SFAS第141号は，連結会計主体観として，IASB/FASB公開草案が 

重視した経済的単一体説から親会社説へ重点を移行していると考えられる。その結果， 

改訂IFRS第3号は，IASB/FASB公開草案がただ一つの方法として提案した全部のれ 

んに加えて，買入のれんの計上を容認している。

全部のれんは，①取得企業の支払対価と被取得企業の識別可能純資産の公正価値評 

価額における取得企業の持分割合との差額と，②少数株主if分の公正価値評価額と被 

取得企業の識別可能純資産の公正価値評価額における少数株主持分割合との差額の合 

計として計算される。①は，買入のれんを意味する。バーゲン。パーチェスの場合に 

も，全部のれんの計算と同様の方法で計算されるが，バーゲン•パーチェスとして利 

益に算入される金額は，少數株主持分に;If属するのれんの部分がバーゲン》パーチェ 

スの利益の金額から控除して表示されることになる。この方法は，親会社が獲得した 

利益の一部と相殺するもので，親会社説の考え方とは矛盾する。

IASB/FASB公開草案，改訂IFRS第3号および改訂SFAS第141号は，いずれも連 

結会計主体観として親会社説に基づくのか，経済的単一体説に基づくのかについて検 

言寸していない。この問題は，IASBとFASBが共同プロジェクトとして同様に検討を 

進めている概念フレームワークにおいて検射する予定であるという。連結会計主体観 

として何に基づくのかを明確にしない限り，全部のれんの是非，全部のれんをどのよ 

うに許算するのか，その結果，少数株主持分が何を表すのかといった問題の解決は困 

難である。

向 伊 知 郎
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